
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】                  － 【負債の部】                  －

　固定資産          59,095,691 　固定負債           9,262,605

　　有形固定資産          53,705,793 　　地方債等           8,515,459

　　　事業用資産          16,688,558 　　長期未払金                  －

　　　　土地           2,271,504 　　退職手当引当金              10,353

　　　　立木竹           2,330,532 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物          28,542,617 　　その他             736,793

　　　　建物減価償却累計額        △16,592,283 　流動負債             977,378

　　　　工作物             402,095 　　1年内償還予定地方債等             767,495

　　　　工作物減価償却累計額           △271,337 　　未払金              35,104

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金             163,692

　　　　航空機                  － 　　預り金              11,086

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他                  －

　　　　その他                  － 負債合計          10,239,983

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】                  －

　　　　建設仮勘定               5,428 　固定資産等形成分          60,084,464

　　　インフラ資産          36,521,018 　余剰分（不足分）         △7,893,671

　　　　土地           2,181,048 　他団体出資等分                  －

　　　　建物             735,716

　　　　建物減価償却累計額           △481,451

　　　　工作物          83,705,513

　　　　工作物減価償却累計額        △50,062,208

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定             442,400

　　　物品           3,013,208

　　　物品減価償却累計額         △2,516,991

　　無形固定資産              13,263

　　　ソフトウェア              13,133

　　　その他                 131

　　投資その他の資産           5,376,634

　　　投資及び出資金              50,838

　　　　有価証券              12,910

　　　　出資金              37,928

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権              64,914

　　　長期貸付金               7,940

　　　基金           4,933,114

　　　　減債基金             815,355

　　　　その他           4,117,759

　　　その他             322,680

　　　徴収不能引当金             △2,852

　流動資産           3,335,085

　　現金預金             444,256

　　未収金             101,468

　　短期貸付金                  －

　　基金             988,773

　　　財政調整基金             697,882

　　　減債基金             290,890

　　棚卸資産              68,369

　　その他           1,732,250

　　徴収不能引当金                △32

　繰延資産                  － 純資産合計          52,190,793

資産合計          62,430,775 負債及び純資産合計          62,430,775

士幌町役場

全体

全体貸借対照表
（平成31年03月31日 現在）
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士幌町役場

全体

（単位：千円）

科目 金額

経常費用                     10,735,757

　業務費用                      7,274,310

　　人件費                      2,051,284

　　　職員給与費                      1,639,435

　　　賞与等引当金繰入額                        153,972

　　　退職手当引当金繰入額                          1,368

　　　その他                        256,509

　　物件費等                      5,050,873

　　　物件費                      1,976,046

　　　維持補修費                        679,637

　　　減価償却費                      2,394,959

　　　その他                            231

　　その他の業務費用                        172,153

　　　支払利息                         75,194

　　　徴収不能引当金繰入額                          2,884

　　　その他                         94,075

　移転費用                      3,461,447

　　補助金等                      3,072,771

　　社会保障給付                        369,674

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                         19,002

経常収益                      1,391,916

　使用料及び手数料                        711,711

　その他                        680,205

純経常行政コスト                      9,343,841

臨時損失                         27,057

　災害復旧事業費                         26,580

　資産除売却損                            477

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                             －

臨時利益                         27,270

　資産売却益                         27,270

　その他                             －

純行政コスト                      9,343,628

全体行政コスト計算書
自 平成30年04月01日

至 平成31年03月31日

2



（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 53,414,054 61,179,483 △7,765,429 －

　純行政コスト（△） △9,343,628 △9,343,628 －

　財源 7,905,844 7,905,844 －

　　税収等 5,698,008 5,698,008 －

　　国県等補助金 2,207,836 2,207,836 －

　本年度差額 △1,437,784 △1,437,784 －

　固定資産等の変動（内部変動） △1,309,542 1,309,542 －

　　有形固定資産等の増加 1,096,104 △1,096,104 －

　　有形固定資産等の減少 △2,407,917 2,407,917 －

　　貸付金・基金等の増加 439,895 △439,895 －

　　貸付金・基金等の減少 △437,625 437,625 －

　資産評価差額 － －

　無償所管替等 1,345 1,345

　他団体出資等分の増加 － －

　他団体出資等分の減少 － －

　その他 213,177 213,177 －

　本年度純資産変動額 △1,223,261 △1,095,020 △128,242 －

本年度末純資産残高 52,190,793 60,084,464 △7,893,671 －

士幌町役場

全体

全体純資産変動計算書
自 平成30年04月01日

至 平成31年03月31日

科目 合計
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士幌町役場

全体

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】                             －

　業務支出                      8,318,938

　　業務費用支出                      4,857,491

　　　人件費支出                      2,444,865

　　　物件費等支出                      2,232,612

　　　支払利息支出                         75,194

　　　その他の支出                        104,819

　　移転費用支出                      3,461,447

　　　補助金等支出                      3,072,771

　　　社会保障給付支出                        369,674

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                         19,002

　業務収入                      8,581,258

　　税収等収入                      5,691,174

　　国県等補助金収入                      1,799,453

　　使用料及び手数料収入                        713,515

　　その他の収入                        377,116

　臨時支出                         26,580

　　災害復旧事業費支出                         26,580

　　その他の支出                             －

　臨時収入                             －

業務活動収支                        235,740

【投資活動収支】                             －

　投資活動支出                      1,330,265

　　公共施設等整備費支出                      1,096,104

　　基金積立金支出                        183,863

　　投資及び出資金支出                            858

　　貸付金支出                         49,440

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                        925,648

　　国県等補助金収入                        408,383

　　基金取崩収入                        366,982

　　貸付金元金回収収入                         44,300

　　資産売却収入                         44,304

　　その他の収入                         61,679

投資活動収支                      △404,618

【財務活動収支】                             －

　財務活動支出                        700,459

　　地方債等償還支出                        700,459

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                        826,600

　　地方債等発行収入                        826,600

　　その他の収入                             －

財務活動収支                        126,141

本年度資金収支額                       △42,736

前年度末資金残高                        463,179

本年度末資金残高                        420,442

前年度末歳計外現金残高                         31,531

本年度歳計外現金増減額                        △7,717

本年度末歳計外現金残高                         23,814

本年度末現金預金残高                        444,256

全体資金収支計算書
自 平成30年04月01日

至 平成31年03月31日
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注記 

1. 重要な会計方針 

（1） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産                     取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの 

取得原価が判明しているもの           取得原価 

         取得原価が不明なもの              再調達原価 

         ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円としています。  

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの            取得原価 

取得原価が不明なもの               再調達原価 

      ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円と

しています。 

② 無形固定資産                     取得原価 

 

（2） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券      

市場価格のないもの     取得原価 

 

② 出資金 

市場価格のないもの        出資金額 

 

（3） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 販売用土地…‥個別法による低価法 

 

（4） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産                    定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

ア 建物      10 年～50 年 

イ 工作物     10 年～60 年     

ウ 物品       3 年～15 年 

 

② 無形固定資産                    定額法 

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額

法によっています。） 
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（5） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴

収不能見込額を計上しています。 

 

② 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し

退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の

運用益のうち士幌町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上していま

す。 

 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上してい

ます。 

 

（6） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 

（リース期間実質が１年以内のリース取引及びリース契約１件あた

りのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。） 

  該当する取引はありません。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（7） 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 
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（8） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

2. 重要な会計方針の変更等 

（1） 会計方針の変更                該当事項ありません。 

 

（2） 表示方法の変更              該当事項ありません。 

 

（3） 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更  該当事項ありません。 

 

3. 重要な後発事象                         該当事項ありません。 

 

4. 偶発債務                                      該当事項ありません。 

 

5. 追加情報 

（1） 連結対象団体（会計） 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険病院事業会計 地方公営事業会計（法適用） 全部連結 － 

簡易水道事業特別会計 地方公営事業会計（非法適用） 全部連結 － 

公共下水道事業特別会計 地方公営事業会計（非法適用） 全部連結 － 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

後期高齢者医療事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護サービス事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

（2） 出納整理期間 

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）

においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって

会計年度末の計数としています。 

 

（3） 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。 
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（4） その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

農業共済事業特別会計について、平成 30年度から十勝農業共済組合が行うこ

ととなったため、平成 30年度より同特別会計が廃止されました。 

 

（5） 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

平成 31 年度予算で財産収入として措置されている公共資産 

 

イ 内訳 

売却可能資産はありません。 

以上 
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附属明細書

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却
累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（Ｈ)

 事業用資産 33,295,197 479,626 222,646 33,552,177 16,863,619 673,434 16,688,558

土地 2,279,007 9,491 16,994 2,271,504 - - 2,271,504

立木竹 2,330,532 - - 2,330,532 - - 2,330,532

建物 28,298,919 449,349 205,651 28,542,617 16,592,283 664,900 11,950,334

工作物 386,738 15,358 - 402,095 271,337 8,535 130,759

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - 5,428 - 5,428 - - 5,428

 インフラ資産 86,511,516 554,067 906 87,064,677 50,543,660 1,651,059 36,521,018

土地 2,169,566 11,521 39 2,181,048 - - 2,181,048

建物 718,954 16,762 - 735,716 481,451 12,777 254,265

工作物 83,552,795 153,584 867 83,705,513 50,062,208 1,638,282 33,643,304

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 70,200 372,200 - 442,400 - - 442,400

 物品 2,976,264 56,636 19,691 3,013,208 2,516,991 70,228 496,217

122,782,976 1,090,329 243,242 123,630,063 69,924,270 2,394,721 53,705,793

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

区分

合計
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